
 

 

［産業経済部 農業政策課 所管］  

○農業振興に要する経費（06010301） 495,879,066円（44,288,255円） 決算書 P236 

〈国・県：482,703,800円 その他：2,239,225円 一財：10,936,041円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：農業次世代人材投資資金経営開始型補助金      1,950,000 円 

・県補：新規就農者育成総合対策経営開始資金補助金     1,500,000 円 

・県補：儲かる産地支援事業費補助金                        3,402,000円 

・県補：環境保全型農業直接支払交付金事業補助金 994,200円 

・県補：農地中間管理機構集積協力金交付事業補助金     4,586,600 円 

・県補：強い農業づくり総合支援交付金          470,271,000 円 

・諸収入：農地中間管理事業受託収入             2,239,225 円 

（目的） 

新規就農者の一層の呼び込みと定着を図ることにより、農業所得の向上及び坂東市農業の発

展を目的とする。 

（内容） 

坂東市の基幹産業である農業の振興施策を推進及び次世代を担う地域農業者として育成する。 

（効果） 

  新規就農者の育成、農家所得の向上及び坂東市農業の発展が図られた。 

 

○農業用プラスチック適正処理推進事業に要する経費（06010303）  

12,356,392円（30,226,594円） 決算書 P240 

〈一財：12,356,392円〉 

（目的） 

  使用済み農業用プラスチックの計画的、組織的回収及び適正処理に関する普及啓発による農

村環境保全を目的とする。 

（内容） 

  使用済み農業用プラスチックの計画的、組織的回収及び適正処理に関する普及啓発。 

  ・収集処理実績  回収量：410.15ｔ 

（効果） 

  使用済み農業用プラスチックの計画的、組織的回収及び適正処理に関する普及啓発による農

村環境保全が図られた。 

 

○病害虫防除に要する経費（06010304） 3,320,809円（3,270,401円） 決算書 P240 

〈その他：3,000,000円 一財：320,809円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金    3,000,000円 

（目的） 

水稲病害虫の発生及び蔓延の防止を目的とする。 

（内容） 

育苗箱防除に対し、10a あたり上限 1,000 円、航空防除による広域的防除に対し、10ａあた

り 450円の助成を行う。 

（効果） 

良質米の生産の向上により、農業経営の安定及び農業所得の向上が図られた。 

 

 



 

 

○米政策改革推進対策に要する経費（06010305） 9,077,592円（8,464,098円） 決算書 P240 

〈国・県：7,158,000円 一財：1,919,592円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金     7,158,000 円 

（目的） 

米の需給に応じた生産を行い、米の価格安定を図ることを目的とする。 

（内容） 

  水田等利用実施計画に基づき市内水田の有効活用を図るため、生産数量目標に相当する数値

に沿った生産を行い事業の円滑な推進と水田農業体制の確立を図った。 

（効果） 

  需要に応じた生産の促進により、水田農業経営の安定及び農業所得の向上が図られた。 

   R7年産米生産調整結果  

生産目標面積 1,479.0ha 

生産実地面積 1,749.1ha 

過剰作付面積 270.1ha 

 米作付率 118.3％ 

 

○産業経済交流施設に要する経費（06010309） 2,181,390円（231,394,373円） 決算書 P242 

〈一財：2,181,390円〉 

（目的） 

  地産地消及び販路拡大による産業の振興並びに地域間交流活動を活性化させるとともに、交

流人口の拡大を促し、市内農家等の所得の向上を図る。 

（内容） 

産業経済交流施設指定管理委託料 1,988,000 円 

（効果） 

  令和７年４月１８日にオープンし、地産地消及び販路拡大による産業の振興並びに地域間交

流活動を活性化させるとともに、交流人口の拡大を促し、市内農家等の所得の向上を図ること

ができた。 

 

○土地改良事業に要する経費（06010502） 67,974,726円（130,339,900円） 決算書 P246 

〈国・県：17,814,877円 一財：50,159,849円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：多面的機能支払交付金                17,814,877円 

（目的） 

市の基幹産業である農業の基盤整備を行うことによって、遊休農地対策の促進、農地の流動

化、農作業の受委託等による土地利用型農業の促進を図る。 

（内容） 

・地盤沈下対策事業 

南総上流 2期地区  仮設道路工 L=400m  

・畑地帯総合整備事業 

冨田地区 パイプライン工 L=3,285m 

東山田地区 区画整理設計 N=一式 排水路設計 N=一式 

 ・農村地域防災減災事業  

  飯沼第一機場地区 ポンプ改修設計 N=一式 土質調査 N=一式 

・多面的機能支払交付金事業 

  岩井北部地区 鵠戸沼地区 西総地区 借宿生子地区 初崎地区  



 

 

幸田新田勘助新田地区 寺久・みむら・西生子地区 平八新田地区  

立川地区 小谷沼地区 

（効果） 

基幹産業である農業の基盤整備をすることにより、日本を代表する生鮮野菜供給基地として

の地位確立を図っている。また、米の生産量を左右する用排水施設等を補修、更新することに

より確実な用排水、水質障害対策確保に繋がった。これらは生産、流通体制の充実にも貢献し、 

 これからの地域農業振興の担い手の育成・強化を図ることができた。 

 

○湛水防除施設管理に要する経費（06010503） 27,199,028円（15,996,073円） 決算書 P248 

〈国・県：89,600円 一財：27,109,428円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県補：湛水防除施設管理費補助金                 89,600 円 

（目的） 

湛水防除施設の維持管理を行い湛水による被害を除去する。 

土地利用の高度化を図り農業生産を増大し、農業経営と住民生活の安定を図る。 

（内容） 

湛水防除管理費 飯沼 1 飯沼 2 七郷中川 立川 小谷沼 馬立 鵠戸沼  

（効果） 

基幹的用排水施設の適正な維持管理をすることにより、湛水による被害を除去するとともに、

土地利用の高度化による農業総生産の増大により、農業経営の安定を図ることができた。 

 

○霞ケ浦用水建設に要する経費（06010504） 38,096,300円（36,996,752円） 決算書 P248 

〈国・県：840,000円 一財：37,256,300円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県補：国営造成施設管理体制整備促進事業補助金        840,000円 

（目的） 

安定した用水供給体制を確立し、用水導入を契機として地域営農の構造改善を進め、総合的

な事業効果の発現を図り生産性の高い安定した農業生産の基盤を確立することを目的とする。 

（内容） 

国、水資源機構及び県の計画に沿って基幹的な部分が完了したことで、事業の歩調を合わせ

た末端土地改良事業の実施。また、普通畑受益地の営農体制の確立に向け畑地かんがい営農に

ついて、受益者の理解と意識の高揚を図る。 

（効果） 

用水を活用した新しい畑作営農の展開を図るため、受益農家に対して畑地かんがいの必要性

の認識や組織づくりを行い、畑地かんがい営農の啓発、普及を図ることができた。 

 

〇農業後継者対策に要する経費（06010701） 5,063,614円（7,145,090円） 決算書 P250 

〈その他：2,431,807円 一財：2,631,807円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・諸収入：経営継承・発展等支援事業費補助金         2,431,807 円 

（目的） 

担い手から経営を継承し、発展させるための取組を支援することにより、将来にわたって地

域の農地利用等を担う経営体を確保することを目的とする。 

（内容） 

経営継承した後継者の経営発展に関する計画の取り組みに必要な経費を支援する。 

 



 

 

（効果） 

後継者となる経営体を支援することができた。 

 

［産業経済部 商工観光課 所管］ 

○商工振興に要する経費（07010201） 35,144,963円（64,538,280円） 決算書 P254 

〈国・県：10,280,000円 その他：33,800円 一財：24,831,163円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（住宅リフォーム事業）      3,993,000円 

  ・国補：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金         6,287,000円 

  ・使用料：中心市街地活性化センター使用料                 25,900円 

  ・手数料：煙火消費許可申請手数料                 7,900円 

① 商工業関連事業 14,516,000円 

（目的） 

  商工業の総合的な改善発達を図るとともに社会一般の福祉の増進に寄与し、経済の健全な発

展を図り、経営の改善・向上により商工業者の経営基盤の安定化と地域経済の振興を図る。 

（内容） 

  ・商工会経営改善普及事業補助金           12,000,000円 

・小規模事業対策補助金                1,633,000円 

  ・工業振興対策事業補助金                    283,000円 

  ・喫煙マナー向上対策事業補助金               100,000円 

  ・商工会合併 20周年記念事業補助金            500,000円（新規事業） 

（効果） 

  経営の改善・向上により商工業者の経営基盤の安定化が進み、地域経済の振興が図れた。 

② 中心市街地商店街事業  2,055,000円 

(目的) 

市内の消費及び経済が低迷し、商工業の振興並びに消費の促進を図る必要があるため、中心

市街地活性化事業の一環として、中心市街地商業団体が商店街のイメージアップや集客力を高

めるために共同で行うイベント事業や共同施設の維持管理費等に対して助成を行う。 

（内容） 

  商業活性化イベント事業補助金         1,610,000円 

商店街振興組合共同施設維持管理費補助金    445,000円 

（効果） 

それぞれ目的をもった各種イベント事業を実施し、商店街の振興並びに市の活性化に大きな 

効果があった。 

イベントや販売促進活動等の同時開催により集客の向上が図られ、商店街活性化につながっ 

た。 

中心市街地の商店街において共同施設の維持管理が効果的に行われた。 

③ 住宅リフォーム資金助成事業  8,874,000円 

（目的） 

  市民の消費の促進及び市内商工業の振興を図る。 

（内容） 

  市民が、市内に所有する個人住宅及び併用住宅の個人住宅部分の修繕又は改築工事を市内の

施工業者によって行う場合に、予算の範囲内において経費の一部を助成する。 

       申 請 件 数        106件 

       工事費総額   150,973,085円 



 

 

       助成額合計      8,874,000円 

（効果） 

  市民の消費の促進並びに市内建築業等の振興が図られた。 

④ 生活応援商品券事業    8,086,145円（新規事業） 

（目的） 

  物価高騰の影響を受けている市民生活を応援するとともに、地域経済の活性化を図る。 

（内容） 

  ・生活応援商品券印刷         6,287,699円 

・生活応援商品券事務委託料     1,798,446円 

（効果） 

    令和８年度の初めに商品券を配布する準備を円滑に進めることができた。 

 

○融資対策に要する経費（07010202） 17,019,631円（18,779,919円） 決算書 P256 

〈その他：12,000,000円 一財：5,019,631円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・諸収入：自治金融貸付預託金元金収入     12,000,000円 

（目的）  

市内金融機関に預託を行い、融資金利を低利に抑え、中小企業者の金融の円滑化を図る。ま

た、保証料等の補給をすることにより利用者負担の軽減を図る。 

（内容） 

新規申込・既存分 

保証料補給 全額全期間補給 

  保証料補給 

   限 度 振興金融（運転 1,000万・7年、設備 2,000万・7年） 

       自治金融（運転・設備共 1,000万・7年） 

・自治金融貸付預託金                    12,000,000円（市内金融機関 4行） 

・振興金融保証料補給金              1,352,359円 

・自治金融保証料補給金              3,667,272円 

（効果）  

中小企業者が低利で事業資金の融資を受けることができ、金融面での円滑化が図られた。ま

た、保証料の補給をすることにより中小企業者の負担を軽減し、経営の安定化を図った。 

 

○観光交流センター管理に要する経費（07010204） 9,301,338円（9,533,451円） 決算書 P256 

〈その他：7,067,835円 一財：2,233,503円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・使用料：観光交流センター使用料           5,552,470円 

  ・諸収入：電気使用料受入金                          1,483,635円 

  ・諸収入：水道使用料受入金                             31,730円 

（目的）  

  木工、陶芸、ガラス工芸の製作体験ができる工房と、様々なイベントを実施できる多目的ス

ペース等を備える歴史的文化遺産として適切な施設管理を行うとともに、観光客の誘客と市内

観光スポットへの案内を行い人流の活性化を図る。 

（内容） 

  ・消耗品費             78,362 円 

  ・燃料費              22,792 円 

  ・光熱水費            5,608,356 円 



 

 

    ・修繕費               306,900円 

・自動ドア保守点検委託料      79,200円 

  ・清掃業務委託料                   734,729 円 

  ・樹木伐採委託料           264,000 円 

  ・庭木手入れ委託料               1,841,400円 

（効果）  

施設の適切な維持管理を行うことで安心安全な施設提供ができ、商店街や観光スポットへの

誘客に寄与した。 

 

○観光振興に要する経費（07010301） 33,704,252円（31,978,244円） 決算書 P258 

〈その他：26,000,000円 一財：7,704,252円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・繰入金：地域振興基金繰入金          26,000,000円 

（目的） 

  観光事業の振興発展とともに、市内外への坂東市ＰＲと観光客の誘客促進を図り、産業経済

の進展と文化の向上に寄与し、市の活性化を図る。 

（内容） 

  ・坂東市観光協会補助金                  9,999,400円 

  ・将門まつり補助金               13,000,000円 

  ・逆井城まつり補助金                            6,900,000円 

  ・さしまの夏まつり補助金                          855,000円 

  ・菅生沼遊歩道管理委託料            1,059,860円 

（効果) 

  観光事業の一環として将門まつりや逆井城まつり等を開催し、伝統芸能を含む市民活動に対

する場の提供や、市の活性化に繋げることができた。また、積極的な観光ＰＲ活動を進めたこ

とにより、市の知名度向上に寄与することができた。 

 

○消費生活センター事業に要する経費（07010402） 7,895,709円（7,609,496円） 決算書 P260 

〈国・県：1,095,820円 一財：6,799,889円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県補：消費者行政推進事業費補助金    1,095,820円 

（目的） 

  市民の身近な消費生活に関する相談及び苦情相談窓口として、消費生活センターをアピール

し、安全・安心な消費生活の確保に取り組むとともに、年々増加している特殊詐欺等の被害を

未然に防止する啓発活動等を推進する。 

（内容） 

消費者相談窓口を充実させ、消費者が安心して消費生活を送れるように相談体制の強化を図

る。             

・消費生活相談員の配置        

・消費生活センターの啓発・啓蒙の実施  

・消費者被害を防ぐための出前講座の開催 

・消費者ホットラインとの連携 

(効果) 

  相談業務では、毎日寄せられる相談を２人の相談員により適正かつ迅速に対応することがで

きた。また、出前講座等を開催したりパンフレットを作成することで、被害を未然に防いだり、

啓発を図ることができた。 



 

 

［産業経済部 生活環境課 所管］ 

○環境対策に要する経費（04010502） 6,482,040円（2,032,060円） 決算書 P216 

〈国・県：6,400,000円 一財：82,040円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金       400,000円 

・国補：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金         6,000,000円 

（目的） 

地球温暖化防止等、環境問題に対する市民意識の向上を目的とする。 

（内容） 

1. 自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金 

（家庭用蓄電池設置8件×50,000円）         400,000円 

2. 省エネ家電製品買換え促進補助金                 

（エアコン98件、冷蔵庫107件×上限30,000円）  6,000,000円 

（効果） 

  蓄電池導入補助金や省エネ家電製品買換え補助金等により、市民の環境問題に対する意識の

向上が図れた。 

 

○狂犬病予防に要する経費（04010503） 1,431,473円（1,333,006円） 決算書 P218 

 [総務部 総務課 所管 610,500円含む] 

〈その他：1,109,450円 一財：322,023円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：犬の登録手数料             342,000円 

  ・手数料：犬の鑑札再交付手数料           10,000円 

・手数料：狂犬病予防注射済票交付手数料      757,050円 

・手数料：狂犬病予防注射済票再交付手数料       400円 

（目的） 

狂犬病の発生を予防するとともに、飼い主に対して飼養犬猫の適正管理を啓発することによ

り､公衆衛生の向上と公共の福祉の増進を図る。 

（内容） 

犬の登録業務､狂犬病予防集合注射、犬猫去勢避妊手術助成 

令和 7年度去勢避妊手術補助金実績 

 種 類 頭数 単価（円） 補助額（円） 

犬 
避 妊 9 4,000 36,000  

去 勢 14 3,000 42,000  

猫 
避 妊 57 3,000 171,000  

去 勢 15 2,000 30,000  

計  95  279,000  

（効果） 

集合注射の実施により、狂犬病予防注射接種率の維持を図った。 

  犬猫去勢避妊手術助成により、無秩序な繫殖を抑制し、飼い主の意識高揚を図った。 

 

○合併処理浄化槽設置事業に要する経費（04010504） 28,765,000円（28,353,991円）  

決算書 P218 

〈国・県：19,144,000円 一財：9,621,000円〉 

 



 

 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：循環型社会形成推進交付金         9,572,000円 

  ・県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金      9,572,000円 

（目的） 

設置費の一部を補助することで合併処理浄化槽の設置を推進し、生活雑排水による公共用水

域の水質汚濁を防止する。 

（内容） 

合併処理浄化槽設置者に対して､延べ面積等により人槽を区分し､国･県･市より補助金を交付

する。単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に対しては、撤去費として 1 基あたり

120,000円、くみ取槽から合併処理浄化槽への転換に対しては、撤去費として 1基あたり 90,000

円、配管工事費としてそれぞれ１基あたり 300,000 円を上限に交付（上乗せ補助）する。 

令和 7年度補助金実績 

5人槽(延べ面積≦140㎡)  332,000円 37基 12,284,000 円 

7人槽(延べ面積＞140㎡) 414,000円 14基 5,796,000円 

10 人槽(2世帯住宅)      548,000円 2基 1,096,000円 

合 計 53基 19,176,000 円 

単独処理浄化槽撤去分（1基あたり上限 120,000円）          19基 2,280,000円 

くみ取槽撤去分（1 基あたり上限 90,000円）                4基   360,000円 

単独処理浄化槽等撤去に伴う配管工事分（1基あたり上限 300,000円）23基 6,900,000円 

（効果） 

合併処理浄化槽の設置を推進することができ、生活雑排水による公共用水域の水質汚濁を防

止し、公衆衛生の向上を図ることができた。 

 

○空家対策に要する経費（04010506） 153,507円（495,521円） 決算書 P218 

〈一財：153,507円〉 

（目的） 

市内の空家状況を調査し、空家対策を実施する。坂東市空家等の適正管理に関する条例に基

づき、安全安心なまちづくりの推進を目的とする。 

（内容） 

・空家管理システム使用料            153,507円 

（効果） 

  空家管理システムにより、空家等の基礎情報を効率よく把握することができ、雑草等による

景観保全の適正管理や、安心安全なまちづくりの観点から防犯・防災等の対策を図ることがで

きた。 

 

○斎場運営に要する経費（04010601） 425,680,942円（264,281,237円） 決算書 P222 

〈地方債：290,700,000円 その他：80,787,500円 一財：54,193,442円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・地方債：斎場改修事業債          290,700,000円 

 ・使用料：斎場使用料             1,787,500円 

・繰入金：公共施設整備基金繰入金       79,000,000円 

(目的) 

市営斎場の火葬業務全般を業務委託することで行財政改革の推進を図るとともに、施設の機

能と性能を高度に発揮するための適正な管理運営により、火葬業務の円滑な執行を図る。また、

さしま斎場（さしま環境管理事務組合）の運営に対して負担金を支出することにより、適正な

火葬業務と利便性を高める。 



 

 

（内容） 

1.火葬炉管理業務委託料              4,356,000円 

2.庭園除草管理委託料               2,200,000円 

3.斎場改修工事監理委託料             16,132,000円 

4.斎場改修工事費                307,813,000円 

5.火葬炉補修等工事費               10,989,000円 

6.非常用発電設備設置工事費            52,140,000円 

7.燃料費・光熱水費                7,432,283円 

8.斎場会計年度任用職員（２名）           7,756,008円 

9.さしま環境管理事務組合負担金           8,861,000円 

10.火葬場等使用料負担金               5,690,000円 

 令和 7 年度利用状況(市営斎場)                         （単位：件） 

人体火葬 455 小動物火葬 249 身体の一部 0 霊安室 0 

告別式場利用 0 通夜利用 0 死産児 3 改 葬 0 

令和 7年度利用状況(さしま斎場)                  （単位：件） 

人体火葬 181 小動物火葬 116 身体の一部 0 霊安室 7 

告別式場利用 11 通夜利用 3 死産児 1 改 葬 0 

（効果） 

市営斎場の適正な管理運営により、公衆衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく業務を

執行できた。 

 

○清掃事務に要する経費（04020102） 2,210,480円（2,161,244円） 決算書 P224 

〈その他：846,000円 一財：1,364,480円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金   846,000円 

（目的） 

市内一斉清掃活動である「クリーン坂東」に市民協働で取り組み、ごみの散乱しない清潔で

美しいまちづくりと市民の良好な生活環境の保全に資する。 

（内容） 

  年 2回（5月、10月の最終日曜日）｢クリーン坂東｣を実施する。 

（効果） 

  市民の清潔で快適な生活環境の保全及び環境意識の向上を図れた。 

 

○塵芥処理に要する経費（04020201） 771,392,005円（770,540,881円） 決算書 P224 

〈その他：14,194,656円 一財：757,197,349円〉 

＊特定財源積算根拠 

・手数料：各種証明手数料                  96,000円 

・手数料：一般廃棄物処理手数料                   187,950円 

・手数料：粗大ごみ収集手数料              551,100円 

・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金  800,000円 

  ・諸収入：資源ごみ売却代金               12,559,606円 

（目的） 

  市内各世帯から排出される一般廃棄物の適正かつ迅速な収集運搬・処分を行い、生活環境の

保全及び公衆衛生の向上を図り、廃棄物処理法に規定される市町村の一般廃棄物処理責任を果

たす。 

 



 

 

（内容） 

 1.ごみ収集委託料                   156,574,000円 

  市内各集積所に排出された一般廃棄物を収集し、市指定場所へ運搬する。 

2.粗大ごみ個別収集委託料                8,089,400円 

 市内各集積所に排出された粗大ごみを収集し、市指定場所へ運搬する。   

令和 7年度収集量実績（委託のみ） 

廃棄物の種類 搬 入 先 収 集 量 

可燃物 

さしまクリーンセンター

寺久 

10,365.10ｔ 

不燃物(乾電池含) 443.56ｔ 

粗大ごみ 564.29ｔ 

資源（空き缶） 128.01ｔ 

資源（空きビン） 294.40ｔ 

資源（ペットボトル） 213.98ｔ 

資源（紙類） 
再生業者 

546.75ｔ 

資源（布類） 108.65ｔ 

3.さしま環境管理事務組合負担金 

  ごみ処理に関する負担金              434,689,000円 

  一般･環境整備負担金                 116,725,000円 

  コミュニティセンター負担金             38,503,000円 

（効果） 

  一般廃棄物の適正処理とともに、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図れた。 

 

○資源ごみリサイクルに要する経費（04020202） 563,195円（516,518円） 決算書 P226 

〈その他：154,000円 一財：409,195円〉 

＊特定財源積算根拠 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金   154,000円 

（目的） 

  坂東市ごみ減量イベント「リサイクルフェア」の開催や、生ごみ処理機等の購入補助事業に

より、ごみ減量に対する意識の醸成を図る。 

（内容） 

生ごみ処理機等購入補助金 

  生ごみの自家処理によるごみ減量及び資源の有効利用を推進する。 

  ・電気式生ごみ処理機･･･購入価格の 2分の 1、限度額 20,000円、1世帯 1基まで 

  ・生ごみ処理容器  ･･･購入価格の 2分の 1、限度額  1,500円、1世帯 2基まで 

  令和 7年度実績 

電気式生ごみ処理機 9世帯 9 基 157,000円 

生ごみ処理容器 3世帯 3 基 4,400円 

合   計 12世帯 12 基 161,400円 

（効果） 

  リサイクルフェアの開催により、ごみ減量に対する意識付けや、生ごみ処理機等購入補助事 

業により、資源の有効利用が図れた。 

 

○不法投棄対策に要する経費（04020203） 4,234,623円（6,604,948円） 決算書 P226 

〈一財：4,234,623円〉 

（目的） 

市民、事業者、行政との連携や監視パトロールの強化、不法投棄防止看板の設置等による不



 

 

法投棄をさせないまちづくりを推進するとともに、不法投棄廃棄物の早期発見と適正処理によ

り、市民の快適な生活環境や地域の景観と自然環境を守る。 

（内容） 

1.特別行政指導員                 3,838,628円 

（効果） 

不法投棄をさせない環境づくりの推進により、不法投棄の未然防止対策が図れ、事後対策で

は、不法投棄廃棄物の撤去及び適正処理により、健全な生活環境の保全が図れた。 

 

○リサイクルセンター整備に要する経費（04020205） 107,144,400円（68,475,000円） 

決算書 P228 

〈その他：35,609,361円 一財：71,535,039円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・諸収入：物件移転補償料             35,609,361円 

（目的） 

  工業団地（フロンティアパーク坂東）の整備に伴い、坂東市リサイクルセンターを移転する。

（2ヵ年事業） 

（内容） 

  リサイクルセンター移転工事 

   所在地  坂東市山２１７８番１１０ ほか４筆 ４，１１８㎡ 

   建物   リサイクルセンター 鉄骨造平屋建て   ３８０㎡ 

        保護犬一時飼育施設 鉄骨造平屋建て   １００㎡ 

        建築工事全体金額         170,500,000円 

        令和 7年度支出額         107,144,400円 

（効果） 

  リサイクルセンターを移転させ、引き続き循環型社会の推進に寄与する。 

 

○し尿処理に要する経費（04020301） 121,944,860円（119,810,142円） 決算書 P230 

〈一財：121,944,860円〉 

（目的） 

  常総衛生組合及びさしま環境管理事務組合のし尿処理施設において、市内で排出されるし

尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、公衆衛生の向上を図る。 

（内容） 

  常総衛生組合運営負担金（岩井地域）        81,737,860円 

  さしま環境管理事務組合負担金（猿島地域）    40,207,000円 

（効果） 

  市内で排出されるし尿・浄化槽汚泥の適正な処理を行い、公衆衛生の向上を図れた。 

 

○公害対策事務に要する経費（04030101） 4,930,460円（3,164,535円） 決算書 P230 

〈一財：4,930,460円〉 

（目的） 

公害のない安心で快適な市民生活を維持するため、工場･事業所等の安全意識の向上や指導を

強化するとともに、関係法令等の適切な運用により、公害の未然防止に努める。 

（内容） 

 1.水質土壌検査等委託 

河川水質及び底質検査（公共水域25地点及び菅生沼2地点等）     1,485,000円 

  工場・事業場排水検査(21事業所)                               814,000円 



 

 

 2.自動車騒音常時監視業務委託（市内2路線）              658,900円 

（効果） 

  条例等に基づく公害対策を実施し、公害発生の未然防止を図れ、経済の健全な発展とともに、

市民の健康の保護と生活環境の保全を図れた。 

 

[産業経済部 特定事業推進課 所管] 

○企業立地推進に要する経費（02010607） 184,117,459円（172,237,552円） 決算書 P102 

〈一財：184,117,459円〉 

（目的） 

「つくばハイテクパークいわい」及び「坂東インター工業団地」の立地企業と調整を行うと

ともに、神大実地区地区計画内や未利用地における開発計画を推進し、優良企業の誘致を図る。 

また、茨城県主体の「フロンティアパーク坂東」の造成事業に協力し、雇用の創出と財政基

盤の強化を図る。 

（内容） 

・委託料 

雑草除去委託（フロンティアパーク坂東）       2,200,000円 

雑草除去委託（猫実地区）                 253,000円 

廃棄物処分委託                  180,400,000円 ※R6年度繰越分 

企業合同説明会会場設営委託              790,680円 

 ・負担金 

県工業団地企業立地推進協議会負担金              200,000円 

（効果） 

・市税収｢つくばハイテクパークいわい」立地企業 17社 総額 542,862千円 

     「坂東インター工業団地」  立地企業 18社 総額 499,073千円 

・雇用｢つくばハイテクパークいわい」   操業企業 17社 総数 2,441人（内市内通勤者 620人） 

    「坂東インター工業団地」       操業企業 15社 総数 1,169人（内市内通勤者 222人） 

・分譲「フロンティアパーク坂東」     進出企業 13社 全 12区画中 4区画 

     ※令和 8年 4月 1日調査 

 

○工業団地上水道施設管理に要する経費（04010507） 39,362,321円（36,671,076円）  

決算書 P218 

〈その他：21,380,735円 一財：17,981,586円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：上水道負担金             5,290,000円 

  ・使用料：専用水道使用料           16,085,735円 

  ・手数料：給水装置検査手数料            5,000円 

（目的）  

坂東インター工業団地内に安全で安定した水の供給をするため、上水道施設の管理をする。 

（内容） 

・需用費 

光熱水費                  10,364,898円 

・役務費 

  通信運搬費                  422,178円 

  保険料                     4,900円 

 



 

 

・委託料 

上水道施設管理委託             27,983,495円 

 ・工事請負費 

   防犯カメラ設置工事費             378,400円 

 ・備品購入費 

   量水器購入費（２器）             208,450円 

(効果） 

坂東インター工業団地内上水道施設の管理を行うことにより、工業団地立地企業へ供給する

上水の水質保全を図り、安定供給することができた。 

 

○工業団地上水道施設整備事業に要する経費（04010508）  80,922,000円（103,400,000円） 

決算書 P220 

〈一財：80,922,000円〉 

(目的） 

フロンティアパーク坂東造成に伴い、坂東インター工業団地からの上水道施設を整備し、立

地企業が利用する上水を確保する。 

（内容） 

 ・工事請負費 

   配水管布設工事    80,922,000円 

（効果） 

坂東インター工業団地からフロンティアパーク坂東までの配水管を整備することについて、

フロンティアパーク坂東に進出が決定している企業への供給開始に備えることができた。入札

の不落や設計の見直しにより未完了となった箇所を、引き続き次年度に実施する。 

 

○工業団地調整池管理に要する経費（04010509） 3,685,000円（7,095,000円） 決算書 P220 

〈一財：3,685,000円〉 

(目的） 

坂東インター工業団地内からの排水調整をするため、調整池を管理する。 

（内容） 

・委託料 

雑草除去委託                3,685,000円 

（効果） 

坂東インター工業団地内調整池を管理することにより、工業団地内からの排水調整を図るこ

とができた。 

 

○企業立地推進に要する経費（07010203） 31,364,800円（141,621,100円） 決算書 P256 

〈一財：31,364,800円〉 

（目的） 

 「坂東インター工業団地」及び「つくばハイテクパークいわい」内立地企業に奨励金を交付す

ることにより優良企業を誘致し、雇用の創出及び財政基盤の強化並びに市の産業振興に寄与す

る。 

（内容） 

・補助金 

工場誘致奨励金 1件            31,364,800円 

（効果） 

企業の初期投資費用を軽減することにより、立地促進につなげることができた。 


